
ウガンダ共和国

コメ振興プロジェクト

中間レビュー調査報告書

平成26年8月

（2014年）

独立行政法人国際協力機構

農村開発部

農 村

J R

14-088





序     文 
 

独立行政法人国際協力機構は、ウガンダ共和国（以下、「ウガンダ」と記す）関係機関との討

議議事録（R/D）等に基づき、2011 年 11 月から 2016 年 10 月までの予定で、コメ振興プロジェク

トを実施しています。 
 今般、プロジェクトの中間地点にあたり、プロジェクト開始後の活動状況を確認し、その情報

に基づいて、評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）の観点から日本側・

ウガンダ側双方で総合的な評価を行うとともに、今後の協力の枠組みについても協議を行うこと

を目的として、2014 年 6 月に中間レビュー調査団を現地に派遣しました。 
 本調査団は、ウガンダ側評価委員と合同評価委員会を結成し、評価結果を合同評価報告書に取

りまとめました。 
 本報告書は、同調査団による協議結果、評価結果を取りまとめたものであり、今後広く関係者

に活用され、日本・ウガンダ両国の親善及び国際協力の推進に寄与することを願うものです。 
 終わりに、本調査にご協力とご支援を頂いた内外の関係者に対して、心からの感謝の意を表し

ます。 
 

平成 26 年 8 月 
 

独立行政法人国際協力機構 
農村開発部長 北中 真人 
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評価調査結果要約表 
 

１．案件の概要 

国名：ウガンダ共和国 案件名：コメ振興プロジェクト 

分野：農業農村開発 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：農村開発部 乾燥畑作地帯第一課 協力金額（評価時点）：約 9 億円 

協力 
期間 

2011 年 11 月～ 2016 年 10 月（5 年間） 先方関係機関：農業畜産水産省（MAAIF） 

日本側協力機関：農林水産省 

他の関連協力： 
・ネリカ米振興計画（2008～2011 年） 
・東部ウガンダ持続的灌漑農業開発計画 

（2008～2011 年） 
１－１ 協力の背景と概要 
 ウガンダの農業は、GDP の約 20％、輸出の約 48％、雇用の約 73％を占める基幹産業である。

農家の平均営農面積は 1 ha 以下と小さく、小規模農家による自給自足的農業が中心である。他

方、ウガンダの自然条件は年平均気温 20℃、年間降水量 1,500～1,750mm と農業生産に適した

環境にある。また、主食作物としてプランテーン・サツマイモ・キャッサバ・メイズ・ソルガ

ム等が多く栽培され、商品作物としてコーヒー・ゴマ・サトウキビ・紅茶等が栽培されている。 
 稲作に関しては、湿地帯の多い東部地域において水稲作が以前から営まれてきたが、その他

の地域では近年 JICA の支援により陸稲であるネリカ米の普及が進められており、生産量の伸

びが著しい。この背景としてコメ需要の高まりがあり、他の食用作物（プランテーン、メイズ、

キャッサバ等）と比べて調理が簡単で食味も良いことなどから、都市部を中心にコメの消費が

拡大している（一人当たりの消費量が 8 kg/年）。しかし、現在のコメ生産量（16 万トン）は消

費量（22 万トン）を大きく下回り、アジアからの輸入に多くを依存していることから、コメ生

産量の増加が大きな課題となっている。 
 コメ生産が緒に就いたばかりのウガンダでは、コメ生産量増加には研究機関において稲作に

関する適正技術が開発されるとともに、普及関係者を通じて稲作農家にその適正技術が普及さ

れる必要がある。その際、展開にあたっては、栽培方法の異なる 3 つのコメ栽培環境（天水丘

地、天水低湿地、灌漑低地）におけるそれぞれの技術の開発と普及が重要となる。また、農家

が稲作を継続していくためには、コメを売ることによる収益の確保が求められ、そのためには

高品質・市場価値の高いコメを供給していくことが必要となっている。 
 
１－２ 協力内容 
（１）上位目標 

研修参加農家の所得が向上する。 
 
（２）プロジェクト目標 

コメ生産が増加する。 
 
（３）成果 

１．コメ関連研究機関の研究開発能力が強化される。 
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２．コメに関わるサービスプロバイダーの普及能力が強化される。 
３．コメの品質が向上する。 

 
（４）投入（評価時点） 

日本側： 
専門家派遣：長期 7 名、短期 6 名（複数回） 
研修員受入れ（本邦）：カウンターパート研修 3 名、その他集合研修等 11 名 
供与機材：約 3,500 万円 
ローカルコスト負担：約 1 億 2,000 万円 

相手国側： 
カウンターパート配置：延べ 46 名 
プロジェクト運営費：約 4,000 万円 
土地・施設提供： 

国立作物資源研究所（NaCRRI）内のプロジェクト執務室、付帯資機材及び水道・電気

設備、NaCRRI 及び各地地域農業調査開発研究所（ZARDI）試験場内の稲作試験・実

証圃場、種子生産圃場用地の提供 

２．評価調査団の概要 

調査者 
 
 
 
 
 
 
 
 

日本側 
星  弘文 総括    JICA ウガンダ事務所 所長 
大塚 邦広 水管理計画 農林水産省農村振興局整備部設計課海外土地改良技術

室 海外技術調整係長 
藤田 暁子 協力企画  JICA 農村開発部乾燥畑作地帯第一課 主任調査役 
板垣 啓子 評価分析  株式会社国際開発アソシエイツ 国際開発コンサルタ

ント 
ウガンダ側 

Mr. Robert KHAUKHA 総括 Assistant commissioner, Monitoring & Evaluation, 
Ministry of Agriculture, Animal Industry and 
Fisheries（MAAIF） 

Ms. Regina N. MUSAAZI 団員 Monitoring & Evaluation Officer, National 
Agriculture Research Organization（NARO） 

Mr. Godfrey MASEREKA 団員 Acting Manager, Planning, Monitoring & 
Evaluation, National Agricultural Advisory 
Services（NAADS） 

調査期間 2014 年 5 月 24 日～6 月 13 日 評価種類：中間レビュー 

３．評価結果の概要 

３－１ 成果・目標の達成度 
＜成果１＞ 

本成果についてはほぼ達成の目処が立っている。陸稲に関してはプロジェクト開始以前に 3
品種（ネリカ 1、4 及び 10）が推奨されており、水稲についても 2 品種（ネリカ 6 及び WITA9）
が 2014 年 4 月に推奨品種としての認定を受けた。水管理技術に関しては、技術ガイドのドラフ

トが作成され、今後更なる試験結果を踏まえ最終化される予定である。コメ関連の機械化ビジ

ネスについては、ウガンダ農業資材業者連盟（UNADA）への協力を通じ、トラクター賃耕ビ
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ジネスの計画が策定され、銀行融資の申請につながっている。コメ研究報告書に関しては

ZARDI の研究成果の収集が開始されたところであり、今後は定期的に研究レポートが取りまと

められ、国家農業研究機構（NARO）の定期刊行物やその他の学術的なジャーナルへの発表と

いった取り組みが進められることとなる。これまでに 6 つの技術パッケージと 9 種類のポスタ

ーの作成が進められており、今後のプロジェクト活動において関係者間での更なる議論を通じ

最終化される予定である。コメの種子生産については、NaCRRI 及び ZARDI に設置されたプロ

ジェクトの種子生産圃場でこれまでに合計 18.7トンの種子が生産され、農家に配布されている。 
 
＜成果２＞ 

本成果については高い達成見込みがある。これまでに、稲作技術に関する指導者研修（TOT）
が 15 回実施され、延べ 341 名の普及関係者がこれらの研修を受講した。彼らによる現地研修が

各地でこれまでに合計 401 回開催され、16,734 名の農民が稲作技術の研修を受講した。プロジ

ェクト推奨技術の需要度は比較的高いと想定されているが、正確なモニタリングデータによる

検証が必要である。コメに関する定期的な情報共有に関しては、国家農業指導サービス

（NAADS）との協働により、ゾーン別の会合がこれまでに 3 回開催されており、ZARDI 関係

者、ゾーン及び県の NAADS 調整官、県生産局職員等が集まり、それぞれの担当地区における

活動進捗報告や意見交換を行っている。 
 

＜成果３＞ 
本成果の達成には一定の期待がもてる。プロジェクトでは、コメバリューチェーン調査を実

施し報告書を取りまとめ、精米業者等への研修を実施してきた。しかし、プロジェクトのアプ

ローチが、個々の精米技術向上という側面から、セクターとしてのマネジメント能力の強化へ

と変更され、現在では精米業者の組織化に向けた支援の可能性が模索されているため、精米業

者の出荷するコメの品質に関するサンプル調査は実施していない。 
 
＜プロジェクト目標達成の見込み＞ 

中間インパクト調査の結果に基づく概算では、これまでの活動において目標数値指標の 3 分

の 1 から 4 分の 1 程度が達成されているという結果となった。目標達成のためには協力期間後

半の活動において、プロジェクトの更なる努力が必要であると思われるが、プロジェクトでは

活動対象を当初の 40 県から 55 県に拡大する計画であり、また今後水稲生産地域での活動が本

格化することによって一層の生産増加が期待されている。これらプロジェクトの今後の活動計

画にかんがみ、プロジェクト終了までの目標達成には一定の期待がもてると判断された。 
 
３－２ 評価結果の要約 
（１）妥当性：高い 

ウガンダの国家開発政策・農業開発戦略の方向性並びに日本の協力政策における重点分

野に大幅な変更はなく、本プロジェクトはそれらの政策に合致している。プロジェクト対

象地域の大半においてコメはいまだ新規作物であるが、プロジェクトの研修を受講した普

及員及び農民の間では、コメ生産の新規導入あるいは技術改善のメリットが高く評価され

ており、対象地域農民のニーズにも合致していることが確認された。以上のことから、本

プロジェクトの妥当性は依然として高いと判断される。 
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（２）有効性：高い 
本プロジェクトの活動は順調に進捗しており、いずれの成果に関しても協力期間内の達

成が見込まれる。3 つの成果がプロジェクト達成に結び付く論理性は確保されており、プ

ロジェクトの目標達成には期待がもてることから、本プロジェクトの実施には高い有効性

が期待できる。 
 

（３）効率性：高い 
本プロジェクトの運営において、日本・ウガンダ双方のこれまでの投入、活動はおおむ

ね適切であり、プロジェクト活動は効率的に実施されている。また、先行協力事業の経験

をもつ人材や成果の活用や、青年海外協力隊（JOCV）の現地活動との連携によるプロジェ

クト成果のより広範な普及は、本プロジェクトの効率的な実施に対する貢献要因となって

いる。 
 

（４）インパクト：高い（正のインパクト） 
現時点で上位目標の達成に関する見込みを判断することは困難であるが、プロジェクト

対象地域においては、稲作の新規導入による未利用地の有効活用、従来の作物からの転換

による収益向上が報告され、また既に稲作を行っていた農民の間でも収量の増加等が確認

されており、プロジェクト実施による正の効果が発現する可能性が示唆された。なお、本

調査において、負の効果、影響は特定されなかった。 
 

（５）持続性：中程度 
農業開発の推進、コメ生産振興を重点とする現在の政策の継続可能性は高いが、プロジ

ェクトの普及コンポーネントを担ってきた NAADS の制度的見直しが現在行われていると

ころ、今後の普及体制・組織を確認のうえ、プロジェクトの方向性との調整を図っていく

ことが必要である。また、プロジェクトに対してはカウンターパート資金が手当てされて

いるものの、コメセクターにおける研究開発・普及に対する財政面での持続性の確保には

課題がある。技術面では、プロジェクトにより開発・普及される稲作技術に関しては高い

持続性が見込める半面、農民レベルでの技術の受容度については未知数であり、継続的な

モニタリングを行っていく必要がある。 
 
３－３ 効果発現に貢献した要因 
（１）計画内容に関すること：該当なし 

本プロジェクトにおいては、短期専門家が様々な専門領域での試験研究を担当しており、

同一の専門家が継続的に繰り返し派遣されたことにより、段階的に深化した技術移転が可

能となった。ウガンダ人コメ研究者育成が課題となっている状況において、同一の短期専

門家の複数回の派遣による効果的な技術移転が行われたことは、プロジェクトの有効性に

対する貢献要因になり得ると思われる。 
 

（２）実施プロセスに関すること：該当なし 
 
３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 
（１）計画内容に関すること：該当なし 
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（２）実施プロセスに関すること：該当なし 
 
３－５ 結 論 

これまでの活動は当初計画に沿って実施され、期待された成果の達成に向けて着実に進捗し

てきた。したがって、本調査によって提起された課題への対応と、今後の継続的な努力を通じ、

プロジェクト目標が協力期間内に達成される見込みは高いと結論する。 
 
３－６ 提 言 
（１）PDM の改定 

今般調査においては、これまでの実績に基づきプロジェクト目標の指標設定を最終化す

ることとなっていたが、レビューの過程で各種指標や成果・活動記載表現等についても見

直しの必要が提起された。これらを踏まえ、主に①上位目標の見直し、②成果３の明確化

及び活動と連関の整理 、③各種指標の見直し・外部条件の追加の 3 項目について修正提案

を行った。 
 
（２）モニタリングの強化 

これまでのプロジェクト活動においては、農民レベルでの技術適用度やインパクトを把

握するためのモニタリングが十分に機能していなかった。インパクトの把握という意味で

極めて重要であるため、実施機関からの財政・管理支援を強化するとともに、実施機関の

通常の報告システムとの連携強化、モニタリングの様式や実施時期の調整等を通じ、改善

を図っていくことが肝要である。 
 
（３）コメ関連の研究開発能力・人的資源配置の強化 

ウガンダにおいてコメはいまだ新規作物であるため、コメの専門家の数は限られており、

過去の協力等に関連して本邦等で研修・学位取得した人材も、必ずしもコメ振興業務に特

化しているわけではない。よって、実施機関においては、コメ関連の知識・経験を有する

人材を適切に登用し、コメ研究開発業務に優先的に配置していくことが不可欠であると思

われる。例として、プロジェクト雇用スタッフ等を NaCRRI 採用し、カウンターパート指

名するという取り組みも検討に値しよう。また、本プロジェクトが上位計画である「コメ

振興プログラム」の一環として実施されていることにかんがみ、「コメ振興プログラム」の

主要コンポーネントとしてわが国の無償資金協力により建設され、現在プロジェクト事務

所が設置されている「コメ研究研修センター」の役割についても今後一層の強化が望まれ

る。同センターはウガンダ国内のみならず近隣国を含む広域のコメ振興に資するものと位

置づけられており、日本人専門家とカウンターパートは、本プロジェクトの活動と並行し

て広域研修実施に携わってきている。今後は広域研修活動についても、ウガンダ側関係機

関の主体的な運営実施が期待され、専門的人材の育成確保と業務環境の整備を含め総合的

な能力強化・人材配置計画等の策定・実施が強く望まれるところである。 
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第１章 中間レビュー調査の概要 
 
１－１ 要請の背景 

 ウガンダの農業は、GDP の約 20％、輸出の約 48％、雇用の約 73％を占める基幹産業である。

農家の平均営農面積は 1 ha 以下と小さく、小規模農家による自給自足的農業が中心である。他方、

ウガンダの自然条件は年平均気温 20℃、年間降水量 1,500～1,750mm と農業生産に適した環境に

ある。また、主食作物としてプランテーン・サツマイモ・キャッサバ・メイズ・ソルガム等が多

く栽培され、商品作物としてコーヒー・ゴマ・サトウキビ・紅茶等が栽培されている。 
 稲作に関しては、湿地帯の多い東部地域において水稲作が以前から営まれてきたが、その他の

地域では近年 JICA の支援により陸稲であるネリカ米の普及が進められており、生産量の伸びが

著しい。この背景としてコメ需要の高まりがあり、他の食用作物（プランテーン、メイズ、キャ

ッサバ等）と比べて調理が簡単で食味も良いことなどから、都市部を中心にコメの消費が拡大し

ている（一人当たりの消費量が 8 kg/年）。しかし、現在のコメ生産量（16 万トン）は消費量（22
万トン）を大きく下回り、アジアからの輸入に多くを依存していることから、コメ生産量の増加

が大きな課題となっている。 
 コメ生産が緒に就いたばかりのウガンダでは、コメ生産量増加には研究機関において稲作に関

する適正技術が開発されるとともに、関係者を通じて稲作農家にその適正技術が普及される必要

がある。その際の展開にあたっては、栽培方法の異なる 3 つのコメ栽培環境（天水丘地、天水低

湿地、灌漑低地）におけるそれぞれの技術の開発と普及が重要となる。また、農家が稲作を継続

していくためには、コメを売ることによる収益の確保が求められ、そのためには高品質・市場価

値の高いコメを供給していくことが必要となっている。 
 そんななか、ウガンダは 新の国家開発計画（National Development Plan：NDP 2010-2015）に

おいて、農業を経済発展のための優先セクターと位置づけ、農業セクター開発戦略投資計画

（Development Strategy and Investment Plan：DSIP 2010/11-2014/15 年）ではコメを戦略作物と位置

づけている。また、コメの増産目標等を記載した国家コメ振興戦略（Uganda National Rice 
Development Strategy：UNRDS）を 2008 年に策定した。今回の要請は、当 NDP 及び DSIP に基づ

き、コメ振興に必要な技術協力をわが国に要請したものである。 
 
１－２ 調査の目的 

今回の中間レビュー調査では、相手側実施機関と合同で、本プロジェクトの目標や成果の達成

状況を検証し、評価を行う。また、評価結果に基づき、プロジェクト後半の活動計画を検討し、

改善策の提言や教訓の抽出を取りまとめる。 
 具体的な調査内容は、以下のとおり。 
（１） これまでの実績の確認（活動、投入）、実施プロセスの検証 
（２） プロジェクト目標と成果の達成状況、貢献・阻害要因の分析 
（３） 上記（１）、（２）を踏まえ、評価 5 項目の観点からの総合的な評価 
（４） 効果発現のための改善策の提言 
（５） 類似プロジェクトのための教訓抽出 
（６） 上記（３）～（５）を合同評価報告書に取りまとめ、合意する。 
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１－３ 調査団の構成 

（１） 日本側評価団 

担当分野 氏 名 氏名／所属 

総括 星  弘文 JICA ウガンダ事務所 所長 

水管理計画 
大塚 邦広 
 

農林水産省農村振興局整備部設計課海外土地改良技術室  

海外技術調整係長 

協力企画 藤田 暁子 JICA 農村開発部乾燥畑作地帯第一課 主任調査役 

評価分析 板垣 啓子 株式会社国際開発アソシエイツ 国際開発コンサルタント 

 
（２） ウガンダ側評価団 

担当分野 氏名／所属 

Leader 
Mr. Robert KHAUKHA  
Assistant commissioner, Monitoring & Evaluation, Ministry of Agriculture, Animal 
Industry and Fisheries（MAAIF） 

Evaluation 
Ms. Regina N. MUSAAZI  
Monitoring & Evaluation Officer, National Agriculture Research Organization
（NARO） 

Evaluation 
Mr. Godfrey MASEREKA  
Acting Manager, Planning, Monitoring & Evaluation, National Agricultural 
Advisory Services（NAADS） 

 
（３） 調査日程 

Date 日本側調査団 Ugandan 
review team   星 藤田 大塚 板垣 

2014 
5/26

（月） 
      

・MAAIF、NARO、NAADS 表敬訪

問 
・JICA 事務所打ち合わせ 

5/27
（火） 

      
・JICA 専門家打ち合わせ 
・NaCRRI サイト調査及びカウン 

ターパート（C/P）ヒアリング 
5/28

（水） 
      

・Jinja サイト調査 
・Ikulwe サイト調査 

5/29
（木） 

      
・Zonal meeting 参加 
・C/P ヒアリング 

5/30
（金） 

      
・IFDC 打ち合

わせ 
・資料作成 

  

5/31
（土） 

      資料作成   

6/1 
（日） 

    
 

資料作成   
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6/2 
（月） 

  ・評価団員打ち合わせ 
・NaCRRI サイト調査 

・評価団員打ち合わせ 

6/3 
（火） 

  資料作成    

6/4 
（水） 

  ・Masindi サイト調査 

6/5 
（木） 

  ・Zonal meeting 参加、ヒアリング 

6/6 
（金） 

  Ikulwe サイト調査 
Writing reports 
and M/M 

  

6/7 
（土） 

  資料作成    

6/8 
（日） 

  資料作成    

6/9 
（月） 

団内打ち合わせ 書類確認 

6/10
（火） 

評価レポート読み合わせ 

6/11
（水） 

JCC 

6/12
（木） 

大使館報告 
 

大使館報告 
  

 
１－４ 評価項目・評価方法 

（１） 本邦での事前調査 
１）プロジェクトチームで作成した事前検討資料やこれまでのプロジェクト報告書等をレビ

ューし、プロジェクトの実績・実施プロセスの状況を整理・分析する。 
２）プロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）に基づき、プロ

ジェクトの実績、実施プロセス、及び評価 5 項目に沿った調査項目とデータ収集方法、調

査方法等を検討し、評価グリッドを作成する。 
３）上記２）の評価グリッドに基づき、カウンターパート機関を主とする相手国実施機関、

専門家、カウンターパート等に対する質問を検討する。 
 
（２） ウガンダでの現地調査 

１）今回調査に必要な指標の設定案についてウガンダ側と協議を行う。 
２）評価グリッドに基づき、プロジェクト関係者に対するヒアリング、サイト視察を行い、

プロジェクト実績・活動プロセス等に関する情報・データの収集・整理を行う。 
３）上記１）で収集したデータを分析し、プロジェクト実績の貢献・阻害要因を抽出する。 
４）事前調査及び上記１）～３）で得られた結果を総合的に判断し、評価 5 項目の観点から

評価を行い、提言とともに合同評価レポート（案）に取りまとめる。 
５）上記４）のレポート（案）は日本側・ウガンダ側合同評価委員で合意した後、ナイジェ

リア側関係者への説明を行い、その結果をミニッツにより合意・署名する。 
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（３） 調査項目 
本調査では、以下の評価 5 項目の観点から評価調査を実施する。 

１）妥当性（relevance） 
プロジェクト目標や上位目標がウガンダの開発政策、わが国の援助方針、受益者のニー

ズに合致しているかどうかを判断する。 
２）有効性（effectiveness） 

成果及びプロジェクト目標の現時点での達成状況、プロジェクト終了時での達成見込み、

及び成果の達成がプロジェクト目標の達成に貢献しているかを判断する。 
３）効率性（efficiency） 

投入の時期、質、量等により、成果にどう影響を与えたか、投入は成果の達成のために

貢献しているか、投入に不足はなかったか、または無駄な投入はなかったかを判断する。 
４）インパクト（Impact） 

プロジェクト実施によりもたらされる、より長期的、間接的効果や波及効果を見るもの

であり、プロジェクト計画時に予期された、あるいは予期されなかったプラスまたはマイ

ナスの波及効果を評価する。なお、上位目標は計画立案時に「意図した」「プラスの」イ

ンパクトである。 
５）持続性（sustainability） 

制度的側面、財政的側面、及び技術的側面から、協力終了後も相手国側によりプロジェ

クトの成果が継続して維持・発展する見込みがあるかどうかを判断する。 
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第２章  プロジェクトの概要 
 
２－１ 事業目的（協力プログラムにおける位置づけを含む） 

本事業は、① 3 つの栽培環境（天水丘地、天水低湿地、灌漑低地）ごとに拠点となる地域農業

調査開発研究所（Zonal Agricultural Research and Development Institute：ZARDI）を選定のうえ、国

立作物資源研究所（National Crops Resources Research Institute：NaCRRI）とともに栽培技術を開発

し（成果１）、②サービスプロバイダーや農民に対する研修を通じて栽培技術を普及するとともに

（成果２）、あわせて、③コメの品質が低いことが農民のコメ生産インセンティブの低下を招きコ

メ生産増大の制約要因となっている現状にかんがみ、特に重要性が高い精米段階に対する支援を

通じて質の改善にも取り組む（成果３）ことにより、コメ生産の増大を図るものである。 
 
２－２ プロジェクトサイト／対象地域 

ターゲット地域：40 県（3 つのコメ栽培環境に基づきプロジェクト開始後に選定） 
 
２－３ 本事業の受益者（ターゲットグループ） 

対象県の農民（推定 40,000 農家）、コメ研究者及びサービスプロバイダー（約 400 名）  
 
２－４ 事業スケジュール（協力期間） 

協力期間：2011 年 10 月から 2016 年 9 月まで（5 年間、計 60 カ月） 
 
２－５ 相手国側実施機関 

責任機関：農業畜産水産省（Ministry of Agriculture, Animal Industry and Fisheries：MAAIF） 
実施機関：MAAIF、国家農業研究機構（National Agricultural Research Organization：NARO）、

国家農業指導サービス（National Agricultural Advisory Services：NAADS） 
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第３章 プロジェクトの実績 
 
３－１ 投入実績 

３－１－１ 日本側投入 
 以下に、日本側の投入として、専門家派遣、本邦研修、機材供与、現地業務費支出、建物・

施設等の実績について記述する。 
 

（１）専門家派遣 
本プロジェクトにはこれまで 7 名の長期専門家と 6 名の短期専門家が派遣されている。

これら専門家の派遣に係る詳細は、付属資料の合同評価レポート Annex 4 に示す。 
 

（２）機材供与 
活動の実施に必要な車両、試験研究・研修用資機材、事務機器等が要請され、これまで

に総額約 3,500 万円相当の機材が供与されている。供与された機材の詳細は合同評価レポー

ト Annex 5 に示すとおりである。 
 

（３）カウンターパートの本邦研修 
これまでに、3 名のカウンターパートが本邦におけるカウンターパート研修に参加した。

また、カウンターパート研修枠以外の JICA の各種研修に、本プロジェクト関係者 11 名が

参加している。これら研修の詳細については合同評価レポート Annex 6 を参照されたい。 
 

（４）ローカルコスト負担 
表３－１に示すとおり、2014 年度末までに総額約 1 億 2,000 万円のローカルコスト負担

が行われた。なお、これらは表３－２に示す試験・展示圃場や種子保管庫などの整備に要

した費用を含むものである。 
 

表３－１ ローカルコスト負担年度別支出実績（百万円） 

年度*1 2011 2012 2013 2014*2 合計 

金額 13.33 39.79 28.29 39.18 120.59 
注 1：日本の会計年度による。 注 2：予算額 
出所：プロジェクト作成資料 

 
表３－２ プロジェクトにより建設・整備された施設・圃場一覧 

施設 場所 面積（m2） 
種子生産圃場 NaCRRI 30,000 
試験圃場 NaCRRI 2,000 
試験圃場 Buginyanya ZARDI Ikulwe 支所 3,600 
種子生産圃場 Ngetta ZARDI 12,500 
灌漑技術展示圃場 NaCRRI 600 
種子保管庫 NaCRRI 30 

出所：プロジェクト作成資料 
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３－１－２ ウガンダ側投入 
 以下に、ウガンダ側の投入として、人員配置、土地・施設の提供等の実績について記述する。 

 
（１）カウンターパートの配置 

ウガンダ側カウンターパートとして、MAAIF 及び NaCRRI から各 11 名、NARO より 2
名、国立半乾燥資源研究所（National Semi-Arid Resources Research Institute：NaSARRI）及

び農業工学適正技術研究センター（Agricultural Engineering and Appropriate Technology 
Research Centre：AEATREC）より各 3 名、各地の ZARDI より合計 12 名、NAADS より 4
名、合計で延べ 46 名のカウンターパートが指名され、プロジェクト活動に参加した。こ

れらのカウンターパートの詳細については合同評価レポート Annex 7 に示すとおりである。 
 

（２）予算の措置 
ウガンダ側より、2012/13 年から 2013/14 年までの間に合計で約 1,008 百万ウガンダ・シ

リング（約 4000 万円*）の運営費が支出された。実施機関及び年度ごとの内訳は表３－３

に示すとおりである。 
 

表３－３ ウガンダ側の運営経費支出（百万ウガンダ・シリング） 

年度*1 2011/12 2012/13 2013/14 合計 

MAAIF  - 302.40 389.86 692.26 

NAADS 92.38 137.94 86.02 316.34 

合計 92.38 440.34 475.88 1,008.60 
注 1：ウガンダの会計年度（7 月～6 月）による。なお、数字は予算額 
出所：プロジェクト作成資料 

 
（３）土地、施設等の提供 

ウガンダ側より、NaCRRI 施設内に専門家執務室が設置され、付帯資機材及び電気・水

道が提供されているほか、プロジェクト活動に必要な試験・展示圃場、種子生産圃場、種

子保管庫の建設・整備のための土地・施設が提供された。 
 
３－２ 成果達成状況 

本プロジェクトの枠組みにおいては、対象地域におけるコメ生産増加を目標として 3 つの成果

が設定されている。協力期間前半のプロジェクト活動は、PDM 及び活動計画（Plan of Operation：
PO）に沿って特段の遅滞や問題なく進捗しており、これらの成果の達成には高い見込みがあると

判断される。本レビュー調査時点までの成果達成状況は、以下のとおりである。 
 
 
 
 

                                                        
* 調査時点での為替レート（1 ウガンダ・シリング＝0.04 円）に基づく概算値 
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成果１：コメ関連研究機関の研究開発能力が強化される。 

指標： 
1-1 コメ栽培環境毎に推奨品種が 1 品種以上選定される。 
1-2 コメ栽培環境毎に適切な水管理技術が 1 技術以上推奨される。 
1-3 稲作機械化ビジネスモデルが提示される。 
1-4 研究レポートが毎年発行される。 
1-5 コメ栽培環境別に「技術パッケージ」が開発される。 
1-6 10 トン以上の種子の増殖が行われる。 

 
陸稲については、既往の各種試験研究を通じ、プロジェクト開始以前に 3 品種（ネリカ 1、4

及び 10）が推奨品種として選定されていた。水稲に関しては、プロジェクトの試験研究活動を通

じて 2 品種（ネリカ 6 及び WITA9）が選定され、2014 年 4 月に推奨品種としての認定を受けた。 
水田造成、用排水施設の建設などを含む水管理技術の実証が試験圃場レベルで実施されている。

異なる水環境下での稲作栽培試験についても NaCRRI や ZARDI の試験圃場で継続的に実施され

ており、既に水管理に関する技術ガイドのドラフトが作成されている。同技術ガイドは今後更な

る試験結果を踏まえ、改定・ 終化される予定である。 
プロジェクトでは、コメに関する機械化ビジネスの情報を収集・分析しており、ウガンダ農業資

材業者連盟（Uganda National Agricultural Input Dealers Association：UNADA）によるトラクター賃耕

サービスの事業化に協力してきた。プロジェクトの支援を通じ、UNADA はトラクター賃耕ビジネ

スの計画を策定、銀行融資を申請中である。プロジェクトでは民間セクター、協同組合、NGO 等

による機械化ビジネスに関する情報収集等、モデル構築に向けた努力を継続する予定である。 
コメ研究の成果がこれまでに報告されなかったこともあり、研究レポートはこれまで発行され

ていない。プロジェクトでは 近 ZARDI の研究成果の収集を開始したところであり、今後は定

期的に研究レポートが取りまとめられ、特に秀悦な研究成果に関しては NARO の定期刊行物やそ

の他の学術的なジャーナルに発表するなどの取り組みが進められることとなる。 
技術パッケージについては、表３－４に示すとおり、これまでに 6 つのパッケージと 9 種類の

ポスターの作成が進められている。これらの一部については既に研修教材として使用されており、

研修受講者からのフィードバックを得て段階的に改定・修正が行われており、今後のプロジェク

ト活動において関係者間での更なる議論を通じ 終化される予定である。 
 

表３－４ 技術パッケージ開発状況 

Sl. 技術パッケージ 作成状況 備考 
1 コメ栽培ハンドブック 第 1 版 水稲に関して今後更なる検証を実施予定 
2 陸稲栽培ガイド 第 1 版 ほぼ完成 
3 水稲栽培ガイド 第 1 版 今後更なる検証を実施予定 
4 コメの病害虫 第 1 版 ほぼ完成 
5 陸稲圃場の雑草 終稿 2014 年度中に確定 
6 水稲圃場の雑草 終稿 2014 年度中に確定 
7 陸稲栽培技術ポスター（5 種類） 確定 NAADS により印刷 
8 水稲栽培技術ポスター（4 種類） 第 1 版 現地研修のフィードバックを得て改定予定 

出所：プロジェクト作成資料 
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コメの種子生産については、NaCRRI 及び ZARDI に設置されたプロジェクトの種子生産圃場で

これまでに合計 18.7 トン（2012 年は 8 トン、2013 年は 10.7 トン）の種子が生産され、研修を通

じて農家に配布されている。 
 以上のとおり、本成果達成のための活動は順調に進捗しており、指標も達成される見込みであ

ることから、プロジェクト後半の活動を通じ、本成果の達成には高い期待がもてる。 
 

成果２：コメに関わるサービスプロバイダーの普及能力が強化される。 

指標： 
2-1 稲作に関する研修教材（普及員向け、農家向け）が作成、配布される。 
2-2 研修を受けた（400）人以上のサービスプロバイダーが農家研修を実施する。 
2-3 研修を受けた農家の 50％以上が推奨技術を用いる。 
2-4 5 つ以上のゾーンにて、ZARDI・ゾーン／県の NAADS 調整官・県農業生産局の間で定期

的にコメに関する情報共有が行なわれる。 
 

これまでに、稲作技術に関する指導者研修（Training for Trainers：TOT）が NaCRRI において

15 回実施され、延べ 341 名の普及関係者（専門技術員、その他 MAAIF 関係者等を含む）がこれ

らの研修を受講した。これらの研修の実績は表３－５に示すとおりであり、更なる詳細について

は合同評価レポート Annex 8 を参照されたい。プロジェクトでは、TOT を受講した普及関係者は

各々の担当地区で農家研修を実施しており、前述した技術パッケージの一部はそれらの研修にお

いても教材として配布・活用されている。 
 

表３－５ TOT 実施状況 

実施年 実施回数 参加者数 

  普及員 専門技術員 その他*1 合計 

2012 8 149 43 10 202 

2013 5 99 *2 1 2 102 

2014 *3 2 36 1 0 37 

合計 15 284 45 12 341 
注 1：MAAIF 職員、NARO 技術連携担当官（TLIO）、NGO 職員を含む。 
注 2：リフレッシュ研修受講者 72 名の重複を含む。  注 3：2 月末までの実績 
出所：プロジェクト作成資料 

 
2013 年末までに研修を受講した 176 名の普及員のうち、153 名（86.9％）が既に農家研修を実

施しており、開催実績は 401 回、合計 16,734 名の農家がこれらの研修を受講している。 
農民レベルでの技術適用度について、全体のデータは得られていないものの、プロジェクトで

は 2014 年 4 月に中間インパクト調査を実施しており、その結果からは、農民の技術活用に関して

肯定的な傾向が示されている。表３－６に示すとおり、調査対象となった農民の大半がプロジェ

クトの推奨する技術は実践が容易であり、有用であると回答している。しかしながら、同インパ

クト調査は対象 40 県中 10 県の研修受講農民 385 名のみを対象とした限られた調査であるため、

農民による技術実践度合いについては、今後、TOT 受講者を通じた適切なモニタリングを実施し、

正確に把握することが必要である。 
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表３－６ 研修受講農民の推奨技術に関する意見 

推奨技術 
推奨技術が有益であると

回答した農民（％） 
推奨技術の実践が困難で

あると回答した農民（％） 

該当なし 0 19.5 

種子選定技術 13.5 9.2 

植栽方法 59.6 20.1 

除草方法 13.7 20.6 

ポストハーベスト技術 6.9 24.0 

種子生産方法 6.3 6.6 
出所：RiDe Mid-term Impact Survey Report（2014 年 4 月） 

 
コメに関する定期的な情報共有に関しては、NAADS との協働により、ゾーン別の会合がこれ

までに 3 回開催されており、ZARDI 関係者、ゾーン及び県の NAADS 調整官、県生産局職員等が

集まり、それぞれの担当地区における活動進捗報告や意見交換を行っている。これらの会合は県

の普及担当感への技術支援の役割も果たしており、プロジェクト支援による農民研修に関するフ

ォローアップの場としても機能することが期待されていたが、これら会合において、データが提

出されず、これまでのところ適正なモニタリングが困難な状況である。 
これらの成果指標の確認に基づき、活動進捗は順調であり、プロジェクト終了までに本成果が

達成される見込みは高いと判断される。しかしながら、本成果達成度の検討において、普及員の

数を指標としている点が議論となり、NAADS の再編の可能性や、実際の普及員配置にかんがみ

て、むしろ 終裨益者である農民の数を指標として設定すべきという意見が挙げられた。よって、

PDM の改定に際しては、本成果指標についても見直すことが提案された（PDM 修正案について

は合同評価レポート Annex 9 を参照）。 
 

成果３：コメの品質が向上する。 

指標： 
3-1 コメの（生産から流通に至る）バリューチェーンの調査レポートが作成される。 

3-2 研修に参加した 8 割以上の精米業者の出荷するコメがウガンダ標準局（UNBS）が定める

グレード 3 以上に該当する。 
 

プロジェクトでは、2012 年 3 月から 9 月にかけてコメの生産、流通及びマーケティングの様々

な側面について網羅したコメバリューチェーン調査を実施した。同調査の報告書は 2013 年 12 月

に取りまとめられ、関連機関に配布されたほか、プロジェクトのホームページでも公開されてい

る。 
精米業者等への研修に関しては、2013 年の 3 月と 9 月の 2 回、民間業者 39 名を対象とした技

術研修が実施されている。しかしながら、プロジェクトでは個々の業者の精米技術レベルにアプ

ローチするのではなく、セクターとしてのマネジメント能力を強化する方向で活動計画の見直し

を行ってきており、現在では、小中規模の精米業者の組織化に向けた支援の可能性を模索してい

る。活動の方向性が変更されているため、プロジェクトでは精米業者の出荷するコメの品質に関
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するサンプル調査は実施していない。 
以上のことから、本成果に関しては、活動の方向性が変更されたことを受け、PDM の修正にお

いて活動、指標ともに見直す必要が指摘された。（PDM 修正案については合同評価レポート Annex 
9 を参照）。 
 
３－３ プロジェクト目標達成の予測 

プロジェクト目標：コメ生産が増加する。 

指標：1. コメの作付面積が 10,000 ha 以上増加する。 
2. コメ生産量が籾（精米前）ベースで 20,000 トン以上増加する。 

 
プロジェクト目標の指標に関しては、TOT 受講普及員からの農民研修のフォローアップデータ

が得られていないため、今般調査においては総合的な判断根拠となるデータを得ることはできな

かった。したがって、本調査では、プロジェクトが実施した中間インパクト調査のデータに基づ

く試算から、プロジェクト目標達成の予測を試みた。 
 
コメ生産面積の増加に関しては、新規にコメ生産を開始した農家と以前からコメ生産を行って

いた農家では異なる計算式を用いる必要がある。中間インパクト調査において、新規コメ生産農

家は研修受講農民の 25.8％を占め、うち 95％が継続的にコメ生産の意欲を示している。これら新

規コメ生産農家の次作期のコメ作付予定平均面積は 1.4 エーカーであるので、新規コメ生産農家

による面積拡大は約 2,300ha となる。一方で、研修受講農民の 70％以上を占める既往コメ生産農

家においては以前の作付面積からの増加分 0.17 エーカーのみが計算されるため、増加面積は約

850ha となる。よって、囲み３－１に示すとおり、作付面積の増加は合計で約 3,200ha 程度と推計

される。 
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囲み３－１ コメ作付面積増加の推計 

プロジェクトによる研修受講農民数：16,734 名 
中間インパクト調査回答農民数：385 名 
面積換算：1 エーカー= 0.4047 ha 
 
<新規コメ生産農家による面積拡大> 
インパクト調査対象研修受講農家に占める新規コメ生産農家の割合：25.78％（n=99） 
新規コメ生産農家のうち、コメ生産継続の意欲をもつ農家：94.95％（n=94） 
上記農家の 2014 年におけるコメ生産平均予定面積：1.4 エーカー 
研修受講農民 16,734 人×新規農家割合  25.78％×生産継続割合 94.95％×1.4 エーカー= 
5,734.63 エーカー 
5,734.63 エーカー×0.4047 ha = 2,320.81 ha 
 
<既往コメ生産農家における作付面積の増加> 
インパクト調査対象研修受講農家に占める既往コメ生産農家の割合：74.22％（n=285） 
コメ作付増加面積：0.17 エーカー（以前の 1.06 から 1.23 エーカーに増加） 
研修受講農民 16,734 人×既往農家割合 74.22％×平均増加面積 0.17 エーカー= 2,111.40 エー

カー 
2,111.40 エーカー×0.4047 ha = 854.48 ha 
 
合計増加面積：2,320.81 ha＋854.48 ha = 3,175.29 ha 

出所：RiDe Mid-term Impact Survey Report（2014 年 4 月） 

 
同様に、中間インパクト調査から得られるコメ生産の増加予測については、Abi、Ngetta 及び

Bulindi ゾーンでは年 1 回の陸稲生産が行われるのに対し、他の 7 ゾーンでは二期作が行われる 

ため、地域により異なる計算式を用いる必要がある。また、新規コメ生産農家に関しては、エー

カー当たり平均収量 758.95kg が純粋に増加とみなされるのに対し、既往コメ生産農家においては

以前の平均収量からの増加分 292.92kg を計算することとなる。囲み３－２に示すとおり、これら

に基づく試算では、合計で 5,800 トンの生産増加が期待される。 
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囲み３－２ コメ生産増加の推計 

プロジェクトによる研修受講農民数：16,734 名 
一期作を行う農民数：3,552（21.23％） 
二期作を行う農民数：13,182（78.77％） 
作付面積の増加（囲み３－１の試算による）：3,175.29 ha = 7,846.03 エーカー 
 
<一期作地域におけるコメ生産増加> 
一期作を行う農民の割合：21.23％ 
研修受講農家に占める新規コメ生産農家の割合：25.78％  
新規コメ生産農家の収量：エーカー当たり 758.95kg 
増加面積 7,846.03 エーカー×一期作農家割合 21.23％×新規コメ農家割合 25.78％×758.95kg = 
324.90トン 
研修受講農家に占める既往コメ生産農家の割合：74.22％ 
既往コメ生産農家における収量増加：エーカー当たり 292.92kg 
増加面積 7,846.03 エーカー×一期作農家割合 21.23％×既往コメ農家割合 74.22％×292.92kg = 
362.13トン 
一期作地域における合計のコメ生産増加：324.90トン＋362.13トン= 687.03トン 
 
<二期作地域におけるコメ生産増加> 
二期作を行う農民の割合：78.77％ 
研修受講農家に占める新規コメ生産農家の割合：25.78％  
新規コメ生産農家の収量：エーカー当たり 758.95kg 
増加面積 7,846.03 エーカー×二期作農家割合 78.77％×新規コメ農家割合 25.78％×758.95kg×
二作期= 2,418.45トン 
研修受講農家に占める既往コメ生産農家の割合：74.22％ 
既往コメ生産農家における収量増加：エーカー当たり 292.92kg 
増加面積 7,846.03 エーカー×一期作農家割合 78.77％×既往コメ農家割合 74.22％×292.92kg×
二作期= 2,687.27トン 
二期作地域における合計のコメ生産増加：2,418.45トン＋2,687.27トン=5,105.72トン 
 
合計のコメ生産増加：687.03トン＋5,105.72トン= 5,792.75トン 

出所：RiDe Mid-term Impact Survey Report（2014 年 4 月） 

 
これらの概算値が目標数値指標の 3 分の 1 から 4 分の 1 程度であることから、目標達成のため

には協力期間後半の活動において、プロジェクトの更なる努力が必要であると思われるが、プロ

ジェクトでは活動対象を当初の 40 県から、コメ生産のポテンシャルの高い地域を含め 55 県に拡

大する計画である。また、水稲の推奨品種が選定されたことを受け、今後水稲生産地域での活動

が本格化することによって更なる生産増加も期待される。調査団は、これらプロジェクトの今後

の活動計画を勘案し、プロジェクト終了までの目標達成には一定の期待がもてると判断した。 
なお、当初計画におけるプロジェクト目標の数値指標は暫定値であり、本レビュー調査時点で

確定することとされていたが、上記の検討から目標値は適正であると判断し、当初の数値目標通

りに確定した。しかしながら、目標の表現についてはコメ生産増加が期待される範囲の明確化が

必要と思われるため修正が提案された（合同評価レポート Annex 9 に示す PDM 修正案を参照の
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こと）。 
 
３－４ 実施プロセスにおける特記事項 

３－４－１ 意思決定のメカニズム 
日本、ウガンダ側関係者により構成される合同調整員会（Joint Coordinating Committee：JCC）

は、プロジェクトの意思決定機関であり、これまでに 4 回の会合が開催されている。これら JCC
会合においては、活動進捗及び成果達成状況と次期活動計画内容の確認・承認等が行われてき

た。今般調査期間中に第 3 回 JCC が開催され、プロジェクトの進捗と中間レビュー調査結果及

びそれに基づく提言が報告された。 
また、日常的なプロジェクト運営に関しては、月例でプロジェクト管理会議が開催されてお

り、実施機関 3 組織のロジェクト・マネージャーと日本人専門家チームが業務上の意思決定を

行っている。なお、プロジェクトは MAAIF のコメ運営委員会においても重要な役割を果たし

ており、MAAIF の意思決定レベルの関係者との連携を図っている。 
 

３－４－２ プロジェクト関係者間の連絡調整 
本プロジェクトにおいては、実施機関が Namlonge の NaCRRI、Entebbe の MAAIF 及び Kampala

の NAADS 事務局に分散していることに加え、カウンターパートが各地の ZARDI やゾーン・県

の NAADS 事務所にも配置されており、プロジェクト全体としての定例会合を開催することは

困難である。プロジェクト運営及び活動に関する情報共有や議論の機会は、不定期な会合機会

に限られており、特に現場レベルの活動に関する連絡調整等に不備があった例も報告されてい

る。しかしながら、全体としてみると、プロジェクト関係者間では携帯電話、E メール等によ

る頻繁な連絡が行われており、地理的に分散した多数の組織が協働して活動を実施するうえで

は比較的円滑なコミュニケーションが保たれている。プロジェクト運営管理に携わる関係者か

らは、各実施機関・組織のキーパーソンによる情報共有の努力が、円滑なプロジェクト運営に

貢献したと評価されている。 
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第４章 評価 5 項目によるレビュー結果 
 
４－１ レビュー結果 

４－１－１ 妥当性 
 以下の理由から、本プロジェクトの妥当性は高いと評価される。 
 
（１）ウガンダ政府の政策・制度等との整合性 

プロジェクト開始以降、NDP（2010/11-2014/15）等の上位の開発計画や MAAIF の DSIP
（2010/11-2014/15）等のセクター開発計画に大幅な変更はなく、農業生産及び生産性の向

上は重要な課題として強調されている。また、2009 年に策定された UNRDS（2009/10- 
2017/18）も、コメ生産量を約 3 倍に増加させるという目標を掲げており、本プロジェクト

は同目標の達成に貢献するものである。以上のことから、本プロジェクトの方向性はウガ

ンダ政府の開発政策、農業セクター計画に合致したものであるといえる。 
 

（２）日本の開発援助政策との整合性 
2012 年 6 月に策定されたわが国の対ウガンダ共和国国別援助方針において、農村部の所

得向上は援助重点 4 分野の一つに挙げられており、「自給作物であり、かつ換金作物でも

あるネリカ米を中心としたコメの増産」を通じて農業生産性及び収益性を改善し、低所得

の農民層の所得向上を図ることが明記されている。事業展開計画上も、本プロジェクトは、

コメの生産性・生産量の増加を通じ、コメの国内自給の達成による食糧安全保障の確保及

び農民の所得向上を図ること目的とする「コメ振興プログラム」の主要コンポーネントに

位置づけられている。さらに、わが国政府は 2013 年 6 月に開催された第 5 回アフリカ開

発会議の折にも、アフリカにおける稲作の生産性向上のための「アフリカ稲作振興のため

の共同体（Coalition for African Rice Development：CARD）」に対し継続的な支援を行う旨を

表明している。これらの点にかんがみ、本プロジェクトとわが国の援助政策の整合性は確

保されていると判断される。 
 

（３）対象地域・受益者ニーズとの合致 
本プロジェクトの対象地域において、コメ、特に陸稲はいまだ新規作物であるが、マー

ケット需要の高まりや農業政策において重要視されるとともに、コメの重要性は普及員や

農民の間でも徐々に認識されるようになってきている。今般調査のインタビューでも、新

規にコメ生産を始めた農民がコメ生産のメリットを感じており、継続的に稲作を続けてい

く意欲を示していることが確認された。また、現場レベルの普及員の間でも、他の作物に

比べ、コメ生産に比較優位があることが認識されており、プロジェクトからの技術支援は

高く評価されている。以上のことから、本プロジェクトの内容は、対象地域・受益者ニー

ズに対する適切な対応であると考えられる。 
 

４－１－２ 有効性 
以下の点から、本プロジェクトの実施には高い有効性が期待できる。 
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（１）プロジェクト目標達成の見込み 
前章に既述のとおり、本プロジェクトの活動は順調に進捗している。試験研究・実証を

通じて技術パッケージ開発が進められる一方、普及員への研修も計画通り実施され、彼ら

による農民研修も着実に実施されている。中間インパクト調査の結果からは、農民レベル

でのコメ収量の増加も報告されており、コメ流通にかかわる民間セクタター、特に精米業

者の事業運営能力強化を通じ、コメの品質向上に向けた活動が進められている。これら 3
つの成果については協力期間内におおむね達成される見込みであり、プロジェクト目標達

成には一定程度の見込みがあると考えられる。しかしながら、若干の活動についてはプロ

ジェクト後半期間のスケジュールを見直し、更に強化していくことが必要である。 
 

（２）協力目標達成への成果の貢献度 
本プロジェクトの目標は、各成果に対応した 3 つの手段により達成されることとなって

いる。成果１は試験研究機関における研究開発能力の向上、成果２はコメ普及能力の強化

であり、さらにバリューチェーンの改善による市場でのコメの品質向上が成果３として位

置づけられている。成果からプロジェクト目標に至る論理性は確保されており、これら 3
つの成果の達成がプロジェクト目標達成に貢献することが期待される。 

 
（３）プロジェクトの有効性に対する貢献要因 

本プロジェクトにおいては、短期専門家が様々な専門領域での試験研究を担当している

ため、同一の専門家が継続的に繰り返し派遣されており、短期・集中的な技術移転であり

つつも、段階的に深化した内容がカバーされたことへの評価は高い。ウガンダにおいてコ

メ研究者の数がいまだに限られており、研究者の育成が課題となっている状況にかんがみ、

同一の短期専門家の複数回の派遣による効果的な技術移転が行われていることは、プロジ

ェクトの有効性に対する貢献要因になり得ると考えられる。 
 

（４）プロジェクトの有効性に対する阻害要因 
今般調査において、特段の阻害要因は報告・特定されなかった。 

 
（５）外部条件の変化による影響 

これまでに、2 つの外部条件の変化による影響が報告されている。まず、2013 年第一作

期の雨量が少なく、研修実施には支障がなかったものの、農家のコメ生産、収量の低下を

もたらした。さらに、MAAIF によるコメ生産モニタリングの実施という外部条件は、

NAADS のシステムに沿ったフィールドデータの収集が十分に機能しなかったことにより

満たされず、プロジェクトは農家研修のインパクト把握のために別途調査を実施する必要

に迫られた。今後の NAADS のプログラム及び組織の改変をも踏まえつつ、プロジェクト

後半の活動においてモニタリング手法を改善していく必要がある。なお、外部条件に関す

る議論の中で、民間セクターの関与に関しても外部条件として設定しておく必要が指摘さ

れ、PDM 修正に際して追加が提案された（PDM 修正案については合同評価レポート Annex 
9 を参照）。 
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４－１－３ 効率性 
以下の理由から、本プロジェクトの効率性は高いと判断された。 

 
（１）日本側投入 

日本人専門家については長期・短期ともに各々の専門分野での指導において期待される

役割を果たしており、カウンターパート等との関係も良好である。供与された機材に関し

ては、量・質・供与時期いずれも適切であり、良好な状態で管理され、試験研究及び実証、

研修等の活動のみならずプロジェクト運営管理業務においても有効に活用されている。カ

ウンターパートの本邦研修の内容は適切であり、プロジェクト活動のみならず、参加者の

将来的な業務遂行に際しても有益であると評価されている。  
 

（２）ウガンダ側投入 
本プロジェクトには、実施機関である 3 組織とそれらの地方関連部局等から活動に必要

な分野のカウンターパートが配置され、プロジェクト活動に参加している。また、実際の

支出に遅れが見られるといった些少な問題はあるものの、ウガンダ側がカウンターパート

資金等を活用し、応分のローカルコスト負担の努力をしていることは高く評価できる。ま

た、NaCRRI におけるプロジェクト執務室の提供を始め、実施機関からの土地・施設等の

提供は効率的なプロジェクト活動の実施につながっている。 
 

（３）コメ振興プログラムの他のコンポーネント等との連携 
ウガンダにおいては現在コメ振興プログラムのもと、複数の JICA 協力事業が実施されて

いる。本プロジェクトは、青年海外協力隊（Japan Overseas Cooperation Volunteers：JOCV）

のプログラムとの連携を通じ、約10 名のネリカ隊員への技術研修を継続的に実施し、彼ら

による農民研修の実施に対する技術支援を行っている。これら JOCV 隊員からは農家レベ

ルでの技術需要の状況等、現場からのフィードバックの情報が得られており、プロジェク

トの技術パッケージ開発に役立っている。このような連携・協力を通じてプロジェクト成

果のより広範な普及が進められていることは、本プロジェクトの効率的な実施に貢献して

いると考えられる。 
 

（４）先行協力事業の成果活用 
ウガンダにおいては、2003 年以来、コメ振興に向け、個別専門家派遣、開発調査及び技

術協力プロジェクト等、多数の協力事業が継続的に実施されてきた。本プロジェクトは、

直近の先行事業である「東部ウガンダ持続型灌漑農業開発計画（2008～2011）」及び「ネリ

カ米振興計画（2008～2011）」の後継案件として実施されているものであり、プロジェクト

関係者の中には先行協力事業に参加していた人材も多い。彼らは過去の協力事業の内容や

コメ生産に関する基礎的な知識を有しており、また既存の研修教材などが実施機関に蓄積

されていた。本プロジェクトの実施に際し、既往協力事業への参加経験を有する人材とそ

れら協力事業の成果を活用できたことは、効率性の面で大きな貢献となった。 
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４－１－４ インパクト 
本レビュー調査時点では、プロジェクト実施による正のインパクトが発現する高い可能性が

示唆され、負の効果、影響は特定されなかった。 
 

（１）上位目標達成に向けたインパクト  
本プロジェクトの上位目標はプロジェクト参加農家の世帯収入の向上であるが、プロジ

ェクトのこれまでの活動対象が限られており、今後の活動に多くが期待されていることか

ら、現時点で本目標達成の可能性を検討することは時期尚早であると考えられる。しかし

ながら、新規のコメ生産導入あるいは収量向上によるコメ生産増加は、今般調査のインタ

ビュー等においても指摘されており、コメの販売価格が他の作物よりも高いことから、コ

メ生産農家の収入の増加は一般的な傾向として予測され、上位目標に対する好影響が期待

できる。 
なお、上位目標に関して、農家世帯収入はコメ生産以外の要因にも影響されるという点

が指摘され、指標をコメからの収入に限定すべきとの議論となった。また、上位目標はプ

ロジェクト終了から数年後の達成が見込まれるものであることから、プロジェクト終了後

に、実施機関によって精緻な農家世帯収入調査が実施される可能性には疑問があるとして、

指標の入手手段についても修正が提案された。これらの修正は、合同評価レポート Annex 9
に示す PDM 修正案に反映されている。 

 
（２）協力実施によるポジティブ・インパクト 

今般調査のインタビューにおいて、プロジェクト活動参加農民からはコメ栽培技術の習

得による様々なメリットが報告された。新規に低湿地でのコメ栽培を始めた農民は未利用

地だった土地を活用して高い収益が上がったことを高く評価している。また、以前からコ

メを生産して空いた農家の間でも、プロジェクト推奨技術による収量の増加が報告されて

いる。いずれの場合でも、コメが他の作物より高く売れることから、農家はコメ生産によ

る収益増加を得ていることが確認された。これまでのところ、限られた事例からの報告で

はあるが、今後プロジェクト活動の展開と通じて、より多くの農家がコメ生産を継続・展

開していくことによって、より広範にポジティブな効果が発現する可能性が示唆されてい

るといえよう。 
 

（３）協力実施によるネガティブ・インパクト 
今般のレビュー調査時点で、特段のネガティブ・インパクトは報告・確認されなかった。 

 
４－１－５ 持続性 

今般調査の時点では、以下のとおり、若干の点について留保が認められるため、本プロジェ

クトの持続性の見込みは中程度と判断された。課題が残る側面については、今後継続的にモニ

ターしていく必要がある。 
 

（１）政策及び制度的持続性の見込み 
現在のウガンダ政府の政策において、農業セクター開発は農村部の所得向上の重要な手
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段として重視されており、コメ生産は高いポテンシャルのある重点課題の一つと認識され

ている。これらの政策は今後も継続される可能性が高く、政策的な持続性には期待がもて

る。しかし、プロジェクトの普及コンポーネントを主として担ってきた NAADS のプログ

ラム・組織再編が現在検討されており、協力期間後半の活動に関しては制度面での変更が

想定される。NAADS の普及員については従来の県生産局のラインへの再統合が議論され

ているが、移行に際しては現場レベルでの混乱も予想されるところ、その動向を確認しつ

つ、普及員対象研修や農民研修のフォローアップ体制等について柔軟な対応を行っていく

ことが必要であると思われる。 
 

（２）組織及び財政面での持続性の見込み 
プロジェクトの活動は実施機関の所掌範囲に合致しており、既存の組織機構にのっとっ

て実施されているが、上記のとおり、NAADS の組織改編については継続的に進捗を確認

し、対応を検討する必要がある。また、コメ研究者の育成・活用に関し、現状でウガンダ

側のコメ研究者の数は限られており、必ずしも常にコメ関連業務に特化して従事している

わけではないという問題が指摘されている。そのため、これまでのプロジェクト活動は自

ずと日本人専門家を中心として実施されてきており、実施機関側のオーナーシップの醸成

が不十分となるという結果を招いている。実施機関には、より高いオーナーシップ意識を

持って今後のプロジェクト活動に主体的に関与していくことが強く望まれる。なお、財政

面では、プロジェクトに対してはカウンターパート資金が手当てされているものの、コメ

振興に向けた試験研究・普及活動に対する長期的な資源が確保されているとは言い難く、

関係者の一層の努力が求められている。 
 

 （３）技術面での持続性の見込み 
プロジェクトにより開発・普及される稲作技術パッケージは、各種の試験研究・実証の

結果のみならず、農民からのフィードバックをも踏まえて取りまとめられるものであり、

生産改善・向上の効果や各稲作生態系への適応度の高い技術から構成される。今後、これ

ら技術パッケージを研修教材として特にフィールドレベルでの活用に向けて再編してい

く必要性はあるが、少なくともこれらの技術については高い持続性が見込めると判断され

る。一方、現時点では、農民レベルでの技術の受容度は未知数である。研修受講農民間で

の一般的な傾向として、稲作に関する高い関心が生まれていることは確認されているが、

個別推奨技術の実践には格差があると思われるため、継続的なモニタリングを通じて農家

の技術適用についてのデータを収集・検討していくことが肝要である。 
 
４－２ 結 論 

調査団は、これまでのプロジェクト活動が当初計画に沿って実施され、期待された成果の達成

に向けて着実に進捗してきたことを確認した。したがって、本調査によって提起された課題への

対応と、今後の継続的な努力を通じ、プロジェクト目標が協力期間内に達成される見込みは高い

と結論する。 
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第５章 提 言 
 
５－１ PDM の変更 

本調査においては、現行の PDM に基づきこれまでの実績・成果達成状況の確認を行った。し

かしながら、レビューの過程において、プロジェクト要約の一部の表現、いくつかの指標の適切

さ、設定された目標値等に関する議論が喚起されたため、それらを改定して合同評価レポート

Annex 9 に示すとおり PDM の修正を提案した。主たる変更点は①上位目標の表現・指標及び指標

入手手段の見直し、②プロジェクトアプローチの変更に即した成果３の明確化及び同成果達成の

ための活動の整理、③指標の表現・目標値及び外部条件の見直しの 3 項目であり、その詳細と変

更理由については合同評価レポート Annex 10 に示すとおりである。 
 
５－２ モニタリング体制の強化 

これまでの活動において、プロジェクトは現場レベルの成果モニタリングに関して困難に直面

してきた。農民研修の実施にはプロジェクト関係者が直接に立ち会い、基礎的な情報を収集する

が、その後の農民によるコメ生産の実態については、担当普及員がフォローアップ訪問を通じて

情報収集することとなっていた。プロジェクトではモニタリングの様式を配布し、収穫後に提出

を求めてきたが、NAADS 調整官等を通じた働きかけにもかかわらず、モニタリングのシステム

が機能せずデータが得られなかった。農民レベルでの技術適用度やインパクトを把握することは

プロジェクトにとってきわめて重要であるため、実施機関からの財政・管理面での支援を強化し、

モニタリングが適切に実施されるよう働きかけることが必要である。また、プロジェクトとして

も実施機関の通常の報告システムとの連携強化、モニタリングの様式や実施時期の調整等、今後

の活動において改善を図っていくことが肝要である。 
 
５－３ コメ関連の研究開発能力・人的資源配置の強化 

ウガンダにおいてコメはいまだ新規作物であり、NaCRRI の穀物プログラムの陣容においても、

コメの専門家の数は限られている。また、過去の協力等も含め、各種プロジェクトに関連して本

邦等で研修、または学位を取得した人材についても、本プロジェクト関連のコメ振興業務に必ず

しも特化して従事しているわけではない。一方で、試験・実証圃場の管理等を含むプロジェクト

の活動に必要な人員の多くはプロジェクトが直接雇用しており、これらのプロジェクト・スタッ

フは日本人専門家との日常的な協働を通じて稲作関連知識・技術を習得している。ウガンダにお

けるコメの重要性にかんがみ、実施機関に対しては、コメ関連の知識・経験を有する人材を適切

に登用し、コメ研究開発業務に優先的に配置していくことが強く望まれる。一例として、プロジ

ェクト雇用スタッフ等を NaCRRI 職員として採用し、プロジェクトのカウンターパートに指名す

るといった取り組みも検討に値しよう。 
また、これに関連して、本プロジェクトがウガンダのコメセクターにおける総合的な能力開発

を目標とする上位計画「コメ振興プログラム」の一環として実施されている点にも配慮が必要で

ある。近年、ウガンダ政府やドナーのプログラムにより、コメ関連の支援が多数行われているが、

上記の「コメ振興プログラム」の主要コンポーネントとしてわが国の無償資金協力により建設さ

れ、現在プロジェクト事務所が設置されている「コメ研究研修センター」はその象徴的な存在と

いっても過言ではなかろう。同センターはウガンダ国内のみならず近隣国を含む広域でのコメ振
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興に資するものと位置づけられており、日本人専門家とカウンターパートは、本プロジェクトの

活動とは別個の協力として、エチオピアやタンザニア等からの参加者を対象とした同センターの

広域研修実施に携わってきている。今後、同センターの広域研修活動についても、ウガンダ側関

係機関の主体的な運営実施が期待されており、そのための専門的人材の育成確保とそれら人材の

業務環境の整備を含め、総合的な能力強化・人材配置計画等の策定が望まれるところである。 
 



 
 
 
 
 
 

付 属 資 料 

１．合同評価レポート 
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